
○ 平成２０年３月以降、先行訴訟の原告と同様の状況にあるとして、全国で国を提訴中。 
 

○ 平成２２年３月１２日（札幌地裁）に、和解協議に入れるか否かについて検討を求められ、 

  ５月１４日（札幌地裁）に、裁判所の仲介の下で和解協議の席に着く旨を表明。 
 

○ 平成２３年１月１１日及び４月１９日に、札幌地裁から和解の考え方（所見）が提示され、それぞ
れについて原告側が受け入れ、また、政府側も与野党から一定の理解を得て受け入れを表明。 

 

○ 平成２３年６月２８日に、与野党から一定の理解を得て「基本合意書」の締結及び「政府基本方
針」の表明 

 

○ 平成２３年７月２９日に、「Ｂ型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方針」を閣議決定。 
 

○ 平成２４年１月１３日に、「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」
施行。 

○ 平成元年、Ｂ型肝炎患者ら５名が、集団予防接種における注射器連続使用によってＢ型肝炎
ウイルスに感染したとして、国を提訴。 

○ 平成１２年一審判決では、国側勝訴。平成１６年高裁判決では、国側一部敗訴。 

○ 平成１８年６月、最高裁判決により国の損害賠償責任が認められ、１人あたり５５０万円（慰謝
料５００万円＋弁護士費用５０万円）を支払った。 

【 先行訴訟 】 

【 現在係争中の訴訟 】 

Ｂ型肝炎訴訟の経緯について 資料４ 



特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の概要 
 集団予防接種等（集団予防接種及び集団ツベルクリン反応検査）の際の注射器の連続使用によるＢ型肝炎ウイルスの
感染被害の全体的な解決を図るため、当該連続使用によってＢ型肝炎ウイルスに感染した者及びその者から母子感染
した者を対象とする給付金（下記２．の（１）から（４）までをいう。以下同じ。）の支給、給付金の支給事務を行う法人、給付
金に充てるための基金に関する措置その他所要の措置を講ずる。 

１． 対象者 
 （１） 対象者は、昭和23年から昭和63年までの集団予防接種等における注射器の連続使用により、７歳になるまでの間にＢ型肝炎ウイル

スに感染した者及びその者から母子感染した者（特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者） 
 （２） 対象者の認定は、裁判上の和解手続等（確定判決、和解、調停）において行う。 
 

２． 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者を対象とする給付金の支給 
 （１） 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金 
        イ 死亡・肝がん・肝硬変（重度）                                  3,600万円  
      ロ 肝硬変（軽度）                                  2,500万円  
      ハ   慢性Ｂ型肝炎（ニの者は除く。）                                            1,250万円  
    二 無症候性持続感染者（ヘの者は除く。）                                 600万円 
    ホ 除斥期間が経過した慢性Ｂ型肝炎      
             （ⅰ） 現在、慢性肝炎にり患している者 等 (※１)            300万円          (※１) 現に慢性肝炎にり患していないが、治療を受けたことのある者 

             （ⅱ） 過去、慢性肝炎にり患した者のうち、(ⅰ)以外の者     150万円  
    ヘ 除斥期間が経過した無症候性持続感染者                             50万円 
 （２） 訴訟手当金：弁護士費用、検査費用を支給         
 （３） 追加給付金：病態が進展した場合、既に支給した（１）の金額（ホ及びヘを除く。）との差額を支給 
 （４） 定期検査費等(※２)：無症候性持続感染者の慢性肝炎又は肝がんの発症を確認するための検査に係る一部負担金相当等（※３）を支給  
   （５） 特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金の請求には、５年間の請求期限を設ける。 
   （６） 給付金の支給事務は、社会保険診療報酬支払基金が行う。 
 
３． 費用 
  社会保険診療報酬支払基金に給付金の支給に要する費用に充てるための基金を設置し、政府が交付する資金をもって充てる。 
 

４． 財源（附則） 
  政府は、平成24年度から平成28年度までの各年度において支払基金に対して交付する資金については、平成24年度において必要な財
政上及び税制上の措置を講じて、確保する。 
 

５． 見直し規定（附則） 
  施行後５年を目途に給付金の請求の状況を勘案し、請求期限及び財源について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。 

【公布日】平成23年12月16日 【施行日】平成24年1月13日（一部の規定については、公布の日から施行） 

(※２)母子感染防止医療費、世帯内感染防止医療費、定期検査手当 
(※３)母子感染防止もしくは世帯内感染防止のための医療費の一部負担金又は 
    定期検査手当 



「集団予防接種等によるＢ型肝炎感染拡大の検証及び 
再発防止に関する検討会」（仮称）について 

 
＜厚生労働大臣主催＞ 

「集団予防接種等によるＢ型肝炎感染拡大の検証 
及び再発防止に関する検討会」（仮称） 

【検討事項】 
      ・集団予防接種等によるＢ型肝炎感染拡大の検証 
      ・関連する行政施策の課題の探究 
      ・これらを踏まえた再発防止策の検討 

 

 
           ＜研究班＞ 
  ・検証及び再発防止策検討等に必要な調査の実施 
  ・調査結果の検討会への報告（随時） 
  

 

 

調査項目の提示等 
調査報告等 

○基本合意書（平成２３年６月２８日締結）に基づき、以下の事項を目的に開催する。 
・集団予防接種等によるＢ型肝炎感染拡大の検証 
・感染症および予防接種等の関連する行政施策の課題の探究 
・これらを踏まえた再発防止策の検討 

政策
提言 厚生労働大臣 

○第１回検討会を平成２３年１１月頃に開催し、以降、概ね１ヶ月間に１回の頻度で開催 
○平成２４年夏頃を目指して政策提言を取りまとめる（検討会での検討の進捗を踏まえ対応）。 

平成24年5月31日 
第１回検討会提出資料 
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